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高齢化するインフラ（建設後５０年を経過する割合）

2018年3月 2023年3月 2033年３月

道路橋
［約７３万橋（橋長２ｍ以上）］ 約２５％ 約３９％ 約６３％

トンネル
［約１万１千本］ 約２０％ 約２７％ 約４２％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設（国管理施設）］ 約３２％ 約４２％ 約６２％

下水道管きょ
［総延長：約４７万ｋｍ］ 約４％ 約８％ 約２１％

港湾岸壁
［約５千施設（水深－４．５ｍ以深］ 約１７％ 約３２％ 約５８％





道路の老朽化対策の本格実施に関する提言
（社会資本整備審議会 道路分科会（Ｈ２６．４）
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道路橋定期点検要領［平成２６年６月］

道路トンネル定期点検要領［平成２６年６月］

舗装点検要領［平成２８年１０月］

シェッド、大型カルバート等定期点検要領［平成２６年６月］

道路土工構造物点検要領［平成２９年８月］

横断歩道橋定期点検要領［平成２６年６月］

門型標識定期点検要領［平成２６年６月］

小規模附属物点検要領［平成２９年３月］

道路構造物の点検要領策定状況

平成２５年６月 道路法の改正

改正［平成３１年２月］

改正［平成３１年２月］

改正［平成３１年２月］

改正［平成３１年２月］

改正［平成３１年２月］



1巡目（平成２６～３０）の点検実施率
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1巡目の点検・診断結果

7



判定区分Ⅲ・Ⅳの修繕・措置の状況
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２巡目に向けた取り組み
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１巡目点検の課題を踏まえ定期点検要領等を改訂

◯変状や構造特性に応じた点検の合理化（着目箇所の提示等）

◯特徴的な変状への対応等、具体的な留意事項を提示

◯近接目視を補完・代替・充実する技術の活用

今年度から２巡目点検（Ｒ１～５）を開始



道路を賢く使う取り組み例

国土技術政策総合研究所
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ETC2.0システムの概要
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ETC2.0プローブ情報の活用（災害発生後の通行実績の早期把握）

・災害時に迅速に通行実績を把握する手法を確立し，災害対応業務を支援
・ETC2.0プローブ情報を一定時間内に集計し，地図上表示するシステムを構築

通行実績の画面表示（例：熊本地震）

通行実績



ETC2.0プローブ情報の活用（観光渋滞対策の効果把握）
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・低頻度の非日常交通である観光交通は分析対象となるデータの取得が困難とされてきた。
・ETC2.0プローブ情報を活用して観光渋滞対策の効果検証を実施。

【筑波山地域での検証例】



路側機

DSRC
（5.8Ghz

）

特定プローブ
中継システムセンター

○プローブデータの取得

・走行履歴
・急ブレーキ箇所
・急カーブ箇所

物流事業者等

○特定プローブデータの提供

・走行履歴
・急ブレーキ箇所
・急カーブ箇所

特定プローブデータを用いた運送事業者の車両運行管理支援

目的地

物流拠点等出発地

物流拠点等

17:57:30 18:10:20

急ブレーキ －0.42G
急ハンドル 0.05G

急ブレーキ
急ハンドル情報

物流事業者等

17:30:13

トラック等の位置情報

トラック等運行ルート

リアルタイムな位置情報で

正確な到着時刻を予測

⇒ 荷待ち時間を短縮

運転の危険箇所を

ピンポイントで特定

⇒ ドライバーの安全確保

特定プローブ用
ETC2.0 車載器

GNSS

道路ユーザー

車両運行管理支援

● 利用者合意の元で収集した、「特定車両の走行履歴など（特定プローブデータ）」
を利用者に提供することで運送事業者の車両運行管理を支援する。



ビッグデータを活用した生活道路の交通安全対策
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 ビッグデータを活用して、生活道路における速度超過箇所や急ブ
レーキ箇所等の急所を事前に特定し、効果的な速度低減策を実施



ビッグデータを活用した幹線道路の交通安全対策
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ETC2.0の加速度データより潜在的事故危険個所を抽出

 H29年の幹線道路事故危険箇所指定に、ETC2.0データ等を活⽤
（約460箇所の潜在的危険箇所を抽出）



道路におけるICT活用例
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交通量調査の高度化・効率化
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CCTVとAIを用いた新たな交通量調査

ＣＣＴＶ※ ＡＩサーバ

深層学習（ディープラー
ニング）による事前学習

観測結果

移動体検出

車種分類→数量計測

追加学習

必要に応じて

常時観測
（常設トラカン）

21.1%
（約1,100区間）

［常時観測カバー率の向上（直轄国道）］

常時観測
（CCTV観測）

最大 26.5%
（約1,400区間）

その他

52.4%

（約2,700区間）

N=約5,200区間
（直轄国道）

CCTVのAI観測の流れ

既設のCCTVにAI解析を導入するなどで、交通量の
常時観測体制を低コストで実現可能にする



■サンプル映像による観測事例

CCTVとAIを用いた新たな交通量調査



道の駅等を拠点とした自動運転サービスのイメージ

●高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、「道の
駅」等を拠点とした自動運転サービスを路車連携で社会実験・実装する。

生活の足の確保
（買物・病院、公共サービス）

物流の確保
（宅配便・農産物の集出荷）

地域の活性化
（観光・働く場の創造）

貨客混載



道の駅自動運転実証実験等 実施箇所



【令和元年11月22日記者発表】
道の駅の自動運転サービスの全国初の本格導入
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高速道路の合流部等での情報提供による自動運転の支援

[自動運転に問題が生じるケースの例]

＜自動運転車への情報提供のイメージ（合流部の例）＞

ケース 課 題

合流部
インターチェンジで合流する際に、本線上の交通状況がわからないた
め、安全で円滑な合流ができない

事故車両等 事故車両等を直前でしか発見できず、自動で車線変更する余裕がない

本線の交通状況の情報
を道路側から情報提供 本線への進入の速度やタイミングを

自動で調整し、安全に合流

情報提供用アンテナ

自動運転車



• ⽇本の都市⾼速道路は、空間的制約が多く、加速⾞線が短い。
• ⾼速道路の合流部において、本線の交通状況をセンサで把握し、合流しようとする
⾃動運転⾞両に情報提供することで、円滑な合流を⽀援するサービス

路⾞間通信 ⾞両検知センサ

路側処理装置

本線⾞両の
⾛⾏速度等を把握

合流⾞(⾃動運転⾞)に
提供する情報を⽣成

合流⾞に本線⾞両の
⾛⾏速度等の情報を提供

協調ITS（合流支援サービス）



協調ITS（先読み情報 路上障害情報）

車線規制情報
（区間、車線、終了予定等）

工事中

道路管理者

• 高速道路下流側での路上障害状況を早期に把握し、上流側の車両に提供する
ことで2次災害の防止や早期の車線開放等を可能とするサービス

■車線規制の情報 ■路上障害情報
（故障車，事故車からの発信情報）

車両や自動車会社の管理センター等から
エアバッグ作動情報等を道路管理者に連絡
【故障車、事故車からの発信情報】

路上障害情報
（障害の疑い［初期段階］、障害の内容、
区間［道路管理者確認後］）

＜メリット＞

・通報者の早期安全
確保

・自動車の早期の路
上障害対応

＜メリット＞
・自動車の早期の路上障害対応

エアバック作動情報等

テレマセンター

路⾞間通信 路⾞間通信
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